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研究成果の概要（和文）： 
 国際裁判における判決理由の記載義務の形成過程を検討し、仲裁裁判（理由記載なし）から
司法裁判（理由記載が求められる）への質的転換の意義を明らかにする。また、現代国際法に
おける判決理由の意義を明らかにする。理由附記義務の形成に伴い、無効原因として理由欠如
が確立した点を明らかにする。理由欠如と理由欠陥に基づく無効原因論を検討することによっ
て、判決のコントロール可能性について結論を得る。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The purpose of this research is to analyze the historical development of the 
obligation to state reasons imposed on the international courts and tribunals. One of 
its results is that there was the quality transformation from traditional arbitration, on 
which the obligation was not imposed, to judicial adjudication, which is obliged to state 
reasons. The research is devoted to analyzing the absence of reasons as a cause of 
nullity of arbitral sentences. After having reached the above result, this research 
would be beneficial to the next analysis on the possibility of the judgment control in the 
international courts and tribunals. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 研究代表者は、本研究に至るまでに国際裁
判の判決効に関する研究を積み重ねてきた
（既判力原則、不服申立手続、無効原因論）。
特に、判決効の分析を根拠として、国際裁判
の垂直的構造を明らかにすることがその目
的であった。本研究では、無効原因論の中で
も権限踰越と並んで大きな争点となってき
た「理由欠如」について、その適用基準を判
例から明らかにすることを当初の関心事項
としていた。この点を明らかにすることによ
って、無効原因論の内容については網羅的に
分析を終了することが可能となる。また、既
判力原則を中心とする判決効論が主文を重
視するのに対して（主文権威説）、判決理由
は従来から水平的な裁判観念の根拠とされ
ており（理由権威説）、この対立に対する結
論を得ることができると考えた。さらに、こ
の点を明らかにすることによって、垂直的裁
判観念と水平的裁判観念の対立に関して、一
定の結論を得ることが想定された。 

なお、国際裁判研究に関しては、近年は裁
判判決の内容（法判断）についての分析（＝
判例評釈）は数多く見られるものの、判決理
由そのものに関する法的分析は行われてい
なかった（この点は、いわゆる国際裁判理論
研究の文脈において僅かに先行研究が見ら
れるだけであった）。そこで本研究では、判
決理由記載義務（附記義務）そのものに着目
することによって、上記の問題関心に対する
分析を行うことを考えた。 
 
 
２．研究の目的 
 
(1) 第 1 に、理由附記が求められるようにな
った背景を実証的に分析することにより、国
際裁判の質的転換が生じたことを明らかに
することを目的とする。この点で、19 世紀末
が最も重要な転換点となっている点を明ら
かにし、その転換が生じた背景をも検討する
ことを目的とする。特に、19 世紀以前の仲裁
では、「主権者仲裁」が行われており、判決
に理由が附記されていなかった点に注目す
る。特に、判決理由が附記されなかった背景
として、仲裁人の社会的地位（主権者という
上位権威）、判断根拠（国際法以外の政治的
判断）、裁判目的（法的な紛争解決ではなく、
政治的妥協の達成）という観点を重視する。 
 
(2) 理由附記義務が確立すると同時に、理由
欠如が無効原因論として確立する点を明ら
かにする。すなわち、理由を欠く判決は無効
と解される点を実証研究から明らかにする
ことを目的とする。この点を解明することに

よって、判決理由が判決の妥当性や正当性を
コントロールし得る概念として機能し得る
ことを示すことが最終的な目的となる。この
点に関しては、幾つかの関連判例が存在する
ため、国際裁判判例の分析を中心として無効
原因（理由欠如）の形成過程と適用基準につ
いての検討を行うことになる。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 第 1の分析については、基本的に 19 世紀
末前後の仲裁判例を分析対象としつつ、関連
する条約（ハーグ紛争平和的処理条約）の起
草過程等を参照して、理由附記義務が形成さ
れた背景を分析した。また、関連する仲裁条
約の文言分析や当時の仲裁判例の実証分析
を行った。なお、当時の仲裁判決に関しては、
国際判例集に掲載されていないものも散見
されるため、二次文献上の記述を頼りに実証
的研究を遂行せざるを得なかった。 
 
(2) 第 2 の分析については、関連する国際判
例を丹念に分析し、さらに、訴訟当事国の口
頭陳述内容も詳細に分析することによって、
訴訟の背景をも含めた全体的な把握に努め
た。これらは、原則として実証的な手法を用
いており、従来の分析枠組みから大きく乖離
するものではない。 
 
(3) 他方で、判決理由の理論的意義づけに関
しては、判決の中で直接的に触れられるもの
ではないため、法理論的な分析を参照せざる
を得なかった。具体的には、法哲学、法社会
学、裁判理論、民事訴訟法理論などを駆使し
つつ、判決理由が有する理論的な価値につい
て検討を行った。特に、判決理由の「推論的」
な分析や理論的な分析に関しては、ブリュッ
セル学派による先行研究の蓄積があったの
で、これを適宜参考にすることによって理論
的研究を遂行した。 
 
(4) 上記の研究方法に加えて、国際裁判にお
ける判決の具体的な推論形式を分析する必
要があることから、広く判例分析を行い、現
在の裁判所で用いられている推論形式の特
徴を明らかにした。特に近年の国際裁判例で
は、特殊な推論が用いられる例が多くなって
きているため、この背景の分析も行った。 
 
(5) 無効原因論に関しては、今日、投資仲裁
判断（特に投資紛争解決国際センター）にお
いても「取消訴訟」が展開されていることか
ら、国際投資法の判例分析も同時に行い、国
際司法裁判における無効原因論との比較分
析を行った。その過程で、常設仲裁裁判所の
判例分析も行った。 



 
４．研究成果 
 第 1 に、最大の成果として、国際裁判の判
決理由附記義務に関するまとまった研究論
文を公表することができた（神戸法学雑誌に
掲載）。ここで、上記の分析の内容をまとめ、
判決効論に関する全体の議論における位置
付けも明らかにした。この論文において、国
際裁判における判決理由附記義務の形成過
程を歴史的に明らかにした上で、その理論的
背景を指摘した。さらに、理由附記義務と同
時に確立した無効原因としての理由欠如（お
よび理由欠陥）についての判例分析を行った。
その結果、理由欠如が無効原因として確立し
ている点は明らかになったものの、他方で、
理由欠陥については後訴において無効審査
の対象となり得るとはいえ、実際に審査基準
を満たす可能性が極めて低いことを指摘し
た。 
 第 2 に、本研究は、執筆中の著書（国際裁
判の判決効論）の中でも重要な部分を占めて
おり、判決効に基づく垂直的裁判観念と水平
的裁判観念の対立という図式の中で極めて
重要な視点を提供する（特に、水平的裁判観
念の根拠として判決理由附記義務を用いる
ことが可能となった）。この著書の執筆につ
いては、次年度以降に成果を纏める予定であ
る。 
 第 3 に、推論研究の一環として、国際裁判
の判例分析を行い、これを公表した（下記、
判例評釈参照）。同時に、国際投資法関係の
判例分析も行い、これを公表した。その結果、
無効原因に関しては、伝統的な国際裁判（国
際司法裁判）の判断とその他の裁判所（常設
仲裁裁判所、投資仲裁）の判断の間に相互影
響を指摘することができる。すなわち、無効
原因（取消原因）の判断基準に関して、複数
の基準を融合し、統一化をはかる傾向が見ら
れることを指摘した。 
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